
平成25年5月31日

平成３０年３月

企画財政部財政課

秋田市中・長期財政見通し

（平成31-40年度）

（想定大規模事業反映後）



金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率

市税 43,013 43,060 0.1 42,809 △ 0.6 42,420 △ 0.9 42,706 0.7 42,915 0.5

地方譲与税等 8,107 8,096 △ 0.1 10,247 26.6 10,165 △ 0.8 10,109 △ 0.6 10,101 △ 0.1

地方交付税 20,160 19,868 △ 1.4 18,463 △ 7.1 17,670 △ 4.3 17,569 △ 0.6 17,471 △ 0.6

臨時財政対策債 5,832 5,647 △ 3.2 5,495 △ 2.7 5,263 △ 4.2 5,194 △ 1.3 5,113 △ 1.6

国庫支出金 20,291 21,047 3.7 21,203 0.7 21,154 △ 0.2 20,872 △ 1.3 20,519 △ 1.7

県支出金 8,512 8,352 △ 1.9 8,266 △ 1.0 8,181 △ 1.0 8,121 △ 0.7 8,029 △ 1.1

市債（臨財債を除く） 4,091 6,207 51.7 6,777 9.2 6,447 △ 4.9 4,882 △ 24.3 4,189 △ 14.2

その他 16,724 16,084 △ 3.8 16,374 1.8 15,750 △ 3.8 15,558 △ 1.2 15,774 1.4

126,730 128,361 1.3 129,634 1.0 127,050 △ 2.0 125,011 △ 1.6 124,111 △ 0.7

義務的経費 67,021 67,482 0.7 67,116 △ 0.5 66,164 △ 1.4 65,954 △ 0.3 65,718 △ 0.4

人件費　　　　　　　 22,306 22,284 △ 0.1 22,000 △ 1.3 21,435 △ 2.6 21,344 △ 0.4 21,127 △ 1.0

うち退職手当 2,126 2,214 4.1 2,075 △ 6.3 1,640 △ 21.0 1,652 0.7 1,666 0.8

措置費 30,864 31,148 0.9 31,400 0.8 31,636 0.8 31,909 0.9 32,014 0.3

公債費 13,851 14,050 1.4 13,716 △ 2.4 13,093 △ 4.5 12,701 △ 3.0 12,577 △ 1.0

うち元金償還 12,886 13,015 1.0 12,669 △ 2.7 12,014 △ 5.2 11,590 △ 3.5 11,449 △ 1.2

経常経費 11,789 11,463 △ 2.8 11,336 △ 1.1 11,110 △ 2.0 10,887 △ 2.0 10,670 △ 2.0

政策経費 48,920 51,809 5.9 52,650 1.6 50,800 △ 3.5 48,742 △ 4.1 48,001 △ 1.5

大規模事業 4,563 9,013 97.5 9,849 9.3 8,305 △ 15.7 6,374 △ 23.3 5,827 △ 8.6

大規模事業以外 44,357 42,796 △ 3.5 42,801 0.0 42,495 △ 0.7 42,368 △ 0.3 42,174 △ 0.5

うち特別・企業会計
繰出金等

20,229 20,229 0.0 20,229 0.0 20,229 0.0 20,229 0.0 20,229 0.0

127,730 130,754 2.4 131,102 0.3 128,074 △ 2.3 125,583 △ 1.9 124,389 △ 1.0

△ 1,000 △ 2,393 △ 1,468 △ 1,024 △ 572 △ 278

500 1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

【基金の状況】

8,924 6,364 5,733 5,670 6,100 6,845

632 500 465 513 418 561

3,710 3,210 2,745 2,232 1,814 1,253

財調・減債基金残高見込

30年度
（予算）

31年度(試算)

基金への積戻し等

歳　出　合　計

収支不足額
（財調・減債繰入）

歳　入　合　計

区　　分
35年度(試算)

秋田市中・長期財政見通し

32年度(試算) 34年度(試算)33年度(試算)

公共施設等整備基金残高見込

公共施設等整備基金充当額
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（単位：百万円、％）

金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 金額 増減率 増減額 増減率

42,409 △ 1.2 42,234 △ 0.4 42,125 △ 0.3 39,825 △ 5.5 39,688 △ 0.3 △ 3,325 △ 7.7

10,095 △ 0.1 10,120 0.2 10,112 △ 0.1 10,104 △ 0.1 10,096 △ 0.1 1,989 24.5

17,379 △ 0.5 17,288 △ 0.5 16,447 △ 4.9 17,138 4.2 16,968 △ 1.0 △ 3,192 △ 15.8

5,045 △ 1.3 4,966 △ 1.6 4,715 △ 5.1 4,906 4.1 4,829 △ 1.6 △ 1,003 △ 17.2

20,872 1.7 21,098 1.1 20,901 △ 0.9 21,213 1.5 21,524 1.5 1,233 6.1

7,945 △ 1.0 7,869 △ 1.0 7,799 △ 0.9 7,736 △ 0.8 7,680 △ 0.7 △ 832 △ 9.8

4,131 △ 1.4 4,022 △ 2.6 3,821 △ 5.0 3,986 4.3 4,035 1.2 △ 56 △ 1.4

15,024 △ 4.8 14,939 △ 0.6 14,784 △ 1.0 14,652 △ 0.9 14,433 △ 1.5 △ 2,291 △ 13.7

122,900 △ 1.0 122,536 △ 0.3 120,704 △ 1.5 119,560 △ 0.9 119,253 △ 0.3 △ 7,477 △ 5.9

65,305 △ 0.6 65,518 0.3 64,671 △ 1.3 64,819 0.2 65,036 0.3 △ 1,985 △ 3.0

20,844 △ 1.3 21,074 1.1 20,470 △ 2.9 20,527 0.3 20,629 0.5 △ 1,677 △ 7.5

1,498 △ 10.1 1,866 24.6 1,442 △ 22.7 1,599 10.9 1,770 10.7 △ 356 △ 16.7

32,124 0.3 32,240 0.4 32,361 0.4 32,488 0.4 32,622 0.4 1,758 5.7

12,337 △ 1.9 12,204 △ 1.1 11,840 △ 3.0 11,804 △ 0.3 11,785 △ 0.2 △ 2,066 △ 14.9

11,203 △ 2.1 11,065 △ 1.2 10,699 △ 3.3 10,666 △ 0.3 10,661 0.0 △ 2,225 △ 17.3

10,456 △ 2.0 10,247 △ 2.0 10,042 △ 2.0 9,841 △ 2.0 9,645 △ 2.0 △ 2,144 △ 18.2

47,375 △ 1.3 47,367 0.0 46,872 △ 1.0 47,292 0.9 47,215 △ 0.2 △ 1,705 △ 3.5

5,295 △ 9.1 5,355 1.1 4,923 △ 8.1 5,399 9.7 5,371 △ 0.5 808 17.7

42,080 △ 0.2 42,012 △ 0.2 41,949 △ 0.1 41,893 △ 0.1 41,844 △ 0.1 △ 2,513 △ 5.7

20,229 0.0 20,229 0.0 20,229 0.0 20,229 0.0 20,229 0.0 0 0.0

123,136 △ 1.0 123,132 0.0 121,585 △ 1.3 121,952 0.3 121,896 0.0 △ 5,834 △ 4.6

△ 236 △ 596 △ 881 △ 2,392 △ 2,643

1,500 1,500 1,500 1,500 1,500

7,667 8,149 8,448 7,284 5,921

419 353 299 182 0

834 481 182 0 0

H30-40

（平成30年３月試算）

39年度(試算) 40年度(試算)38年度(試算)36年度(試算) 37年度(試算)
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１ 中・長期財政見通しの意義と目的 

(1) 中・長期財政見通しの意義 

   本市の中・長期財政見通しは、平成３０年度当初予算を基礎として、今後見

込まれる歳入歳出の増減要素を一定の条件のもと推計し、３１年度から４０年

度までの１０年間における財政の姿を試算したものです。 

中・長期財政見通しの作成に当たっては、「新・県都『あきた』成長プラン」

（第１３次秋田市総合計画）や「新・県都『あきた』改革プラン」（第６次秋田

市行政改革大綱）との整合を図っています。 

 (2) 中・長期財政見通しの目的 

  ①中・長期的な財政収支の見通しを明らかにすることにより、将来に向けた課

題と対応を把握するとともに、財政運営の健全性を確保するための指針とし

て活用します。 

  ②「新・県都『あきた』成長プラン」に掲げた施策・事業を実施するうえでの

財源的根拠とするとともに、「新・県都『あきた』改革プラン」に位置付けた

財政健全化の目標達成に向けた取組を明らかにします。 

  ③市民に対する財政状況の情報提供手段の一つとします。 

 (3) 財政見通し作成の前提条件 

  ①一般会計の３０年度当初予算をベースとします。 

   ②現行の税財政制度および社会保障制度によることを基本としつつ、今後予定

されている制度改正等については、現時点で把握しているものを可能な限り

反映させています。 

 

２ 中・長期財政見通しの内容 

(1) 歳入歳出の推移の見通し（31-40年度） 

   歳入は、根幹を成す市税のほか、地方交付税・臨時財政対策債や市債等も減

少傾向にあり、歳入全体として減少していくと推計しています。 

   歳出は、大規模事業以外の政策経費はほぼ横ばいで推移するものの、義務的

経費、経常経費が減少すると見込んでおり、歳出全体として減少していくと推

計しています。 
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30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度 36年度 37年度 38年度 39年度 40年度

1,267 1,284 1,296 1,271
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1,229 1,225
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1,281
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1,216 1,220 1,219

歳入

歳出

歳入歳出の推移(H31-40)億円
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(2) 歳入の推移の見通し（31-35年度） 

  ①市税 

     ３０年度以降は、個人市民税の給与所得控除の見直しや法人市民税の税率引

下げなどによる税制改正の影響を見込むほか、経済の回復基調による増収を反

映しています。また、人口減少の影響や地価の下落が見込まれることから、市

税は総体的に横ばいにあると見込んでいます。 

300
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375

400

425

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

430 431 428 424 427 429 

億円
市 税

 
  ②地方交付税・臨時財政対策債 

     国の地方交付税総額の減少や本市の合併算定替終了の段階的縮減の影響によ

り、減少を見込んでいます。 
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202 199 
185 177 176 175 

58 56 
55 

52 52 51 

260 255 
240 

229 228 226 

臨時財政対策債

交付税
億円

地方交付税＋臨時財政対策債
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③市債 

     ３１年度以降、施設整備・改修等の事業量に応じて、３２年度まで増加し、

その後は、減少に転じると見込んでいます。 
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市 債

 
 

(3) 歳出の推移の見通し（31-35年度） 

①人件費 

退職手当による年度ごとの増減はあるものの、人件費全体としては、減少を

見込んでいます。 

0

50

100

150

200

250

30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

202 201 199 198 196 194 

21 22 21 16 17 17 

223 223 220 
214 213 211 

退職手当

人件費（退手除く）

億円
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  ②措置費 

障がい者保護費の増加のほか、保育所等給付費について施設の増に伴う増加

を見込んでいます。 
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30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

309 311 314 316 319 320 

億円
措置費

 

 

  ③公債費 

臨時財政対策債の償還額の増加が見込まれるものの、大規模事業等の償還が

概ね終了することなどにより、減少を見込んでいます。 
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④経常経費 

   ３１年度に消費税率引上げ等による増加を見込む一方、前年度比△2.0％とし

て見込んでいます。 
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30年度 31年度 32年度 33年度 34年度 35年度

118 115 113 111 109 107 

億円

経常経費

 
  ⑤政策経費 

    大規模事業以外の政策経費は、事業の終了や人口減少などの要素はあるもの

の、市民生活に必要なサービス水準を維持しつつ、新たな市民ニーズにも対応

するため、事業費をほぼ同程度と見込んでいます。 

大規模事業は県・市連携文化施設、泉・外旭川新駅(仮称) および廃棄物処理

施設の整備等により、３１～３３年度は、他の年度と比べ、高い水準となって

います。 
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(4) 基金残高の見通し（31-35年度） 
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億円
財調・減債基金残高

 
(5) 市債残高の見通し（31-35年度） 

臨時財政対策債の残高は一定程度増加する見込みである一方、合併特例債お

よび通常債の残高は今後着実に減少していくことから、総体的に市債残高は減

少していく見込みです。 
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臨時財政対策債
合併特例債
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３ 今後の財政運営 

  毎年度、収支不足が見込まれることから、歳入の確保はもとより、すべての経

費にわたり徹底した精査を行うなど、歳入規模に見合った歳出構造を堅持しつつ、

基金残高の確保や市債残高の縮減を図りながら、市民サービスの向上と財政健全

性の確保を両立させる必要があります。 
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【用語解説】 

 

合併算定替 

市町村合併後の一定期間に限って、普通交付税の額が合併前の状況における

額より減少しないようにするための特別な算定方法のこと。 

本市の場合、合併後１０カ年および段階的移行期間５カ年（２７～３１年度）

において適用される。 

 

合併特例債 

市町村合併後の地域振興や旧地域間の格差是正などのために起債できる地方

債のこと。 

合併後１０カ年に限り、市町村建設計画に基づく事業の財源とすることがで

きる。 

 

措置費 

生活保護費や障がい者保護費、私立保育所等給付費、児童手当等、法令で定

められた義務的な社会保障関係経費のこと。 

 

公債費 

市債の元利償還金や一時借入金の利子のこと。 

 

経常経費 

各施設の維持管理費や各課所室の事務費、各種システムの保守管理費等の経

常的な経費のこと。 

 

政策経費 

大規模事業以外の政策的な経費のこと。 

 

 大規模事業 

   中・長期財政見通しの作成に当たり、現在、実施に向けて予算措置や構想・

計画策定等がなされているもののうち事業費総額５億円以上の事業を見込んだ

もの。 

 

- 9 -




